
3２ ＣＨＩＢＡ ｋｅｉｋｙｏ・Ｎｏ５2312 ＣＨＩＢＡ ｋｅｉｋｙｏ・Ｎｏ４８９

　本年7月26日に行われた第3回労務法制委員会に

おいて、「ハラスメントの法律と実務」と題して、

ハラスメントの基礎知識、近時の法改正、裁判事

例等に加え、実際にハラスメントの調査や処分を

行う場合の実務上の注意点について、お話をしま

した。今回は、そこでお話したハラスメントの調

査及び処分に関する注意点の中から、何点かピッ

クアップしてご説明します。

Ｑ1　ハラスメントの通報を受けた時に、まず
確認すべき事項は何ですか。

Ａ1　まず確認すべき事項として、
①通報者の氏名・所属

②通報内容

③通報者の具体的な要望

④通報者の特定情報の開示可能な範囲

⑤通報内容の開示可能な範囲

⑥調査結果の連絡の要否

等が挙げられます。

　このうち②の通報内容については、いわゆる

「5W1H」（いつ、どこで、誰が、何を、なぜ、どの

ように）を出来る限り具体的に聞き取ることが重

要です。

　また④に関連して、通報者が匿名を強く要望し

た場合はその意向を尊重することになりますが、

それによって調査の範囲や正確性に支障が生じる

旨を十分説明し理解を求めることが必要です。

Ｑ2　通報を受けてからの流れはどのようにな
りますか。

Ａ2　流れとしては、
　①通報⇒②調査⇒③事実認定及び評価⇒④対応

決定（懲戒処分など）

の順番になります。

　このうち②の調査については、ヒアリングと、

客観的な証拠（メール、音声データ等）の収集が

主なものです。ヒアリングの順番については、ま

ず被害者から行い、その後は事案に応じて第三者

または対象者（加害者とされる者）から行ってい

くことになります。

Ｑ3　調査にあたってはどのようなことに注意
すべきですか。

Ａ3　調査にあたっては、予断を持たず、中立的
なスタンスで臨むことが重要です。

　ヒアリングを行う際には、原則として録音をし

て記録に残すようにしてください。

　また、特に対象者のヒアリングに際しては、あ

まり大人数で行わないこと（原則2～3名程度）、詰

問口調にならないようにすること、長時間にわた

らないようにすること（最長でも2時間以内）等に

注意してください。

Ｑ4　懲戒処分を決める際に注意すべきこと、
懲戒処分を決める際の考慮要素を教えてください。

Ａ4　懲戒処分を行うには、就業規則に規定が
あることが必要ですので、当該処分の内容及び処

分の理由について、就業規則に定めがあるかどう

かをまず確認する必要があります。そのうえで、

適正な手続きを踏むことが極めて重要になります

ので、弁明の機会の付与や、懲戒事由の告知と

いった手続きに遺漏のないよう注意してください。

　懲戒処分を決める際の考慮要素としては、行為

態様、業務上の権限の悪用か否か、行為の結果、

被害者の処罰感情、反省の度合い、酌量事情の有

無、会社での同種事案、過去の裁判例等があり、

これらの要素を総合的に考慮して判断することに

なります。

以上
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善指導したとしても「改善しない状態」として固
定しているかどうかを把握していきます。そのう
えで、当該労働者の雇用継続をすることにより、
安全や品質、信頼性に直結する問題が生じたり、
周囲の社員への恒常的な負担が生じている等、会
社において許容すべき範囲を超える弊害が生じて
いることが客観的資料により説明できることにな
れば、現実的に当該労働者の解雇を行うことが選
択肢に上がってくることになります。

Q３ 　能力不足と評価している労働者への指導方法
A３ 　会社が能力不足であると評価している労

働者を指導する際には、複数人での指導体制を取
ることが望ましいと考えられます。例えば、対象
労働者の上司と指導担当となる先輩社員、等の組
み合わせが考えられます。指導に当たっては、能
力不足であるとの評価をオブラートに包むのでは
なく、会社として当該労働者が求められる業務水
準に達していない具体的な問題意識があることを
伝え、会社側の問題意識を当該社員と共有するこ
とが必要です。
　具体的な指導方法としては、指導対象となる労
働者に業務日報を作成させることが有用です。指
導担当からの指導内容については全て記載をさせ、
これに対して指導コメントやフィードバックを行
っていきます。指導対応する側においては、抽象
的、感情的なコメントを避け、改善に直接役立つ
内容とすることが肝要です。

Q4 　その他留意点

A4  能力不足であるとの問題意識を持った際
に、会社側は速やかに指導体制を整えることが必
要です。最終的に解雇を検討するにしても、裁判
実務上も相当長期間にわたる教育・指導及びその
記録が重視されることから、もはや解雇やむなし、
との状況に陥ってからの後追いの指導や記録化に
は限界があると言わざるを得ません。継続して評
価が低い等、一定の状況が生じた場合に、教育・
指導を記録化していく体制を予め整えておくこと
が、法的にも実務的にも望ましいと考えられます。

以上

　先の労務法制委員会では、「問題社員への対応
の法的留意点」をテーマにお話をさせていただき
ました。
　本稿では、労務法制委員会内でお話をさせてい
ただきましたテーマの一部について、ご紹介をさ
せていただきます。

Q1 　「能力不足」とは？

A1 　労働契約における能力不足とは、労働者
が労働契約に基づき賃金に見合った適正な労働を
提供する義務を負っていることに対する労務提供
義務の債務不履行、と定義できます。労務提供義
務の内容は採用形態によって定まり方に差異があ
り、特に職種を限定しない新卒採用の場合、契約
締結段階で労務提供義務の内容を固定的に特定す
ることは困難であるため、完成されたスキルとい
うよりは「改善可能性」や、「適応能力」として
特定されることになります。この場合の「能力不
足」とは、会社側が十分な教育と改善の機会を提
供したにも関わらず、なお改善が期待できないほ
ど重大な適格性の欠如が認められる場合に限られ
ることになります。
　これに対し、即戦力の中途採用（特に職種を限
定する場合）には、契約締結時に労務提供義務の
内容を相当程度特定することが可能となり、特定
された能力に満たない場合、「能力不足」との評
価はし易いものといえます。

Q２ 　能力不足による解雇を考える場合のポイント

A２ 　使用者としては、能力・適格性の欠如が
事実として存在するか、是正・改善可能性が残さ
れているか、企業からの排除を要する程度に重大
か、を検討することになります。能力、適格性の
欠如が事実として存在するかを判断するには、そ
の前提となる職務内容・役割が特定されているこ
とが必要になり、特定された職務内容・役割に関
し、客観的な業務遂行不能の状態が確認できなけ
ればなりません。そのため、業務日報や改善指示
書、指導メモ、面談記録等でこれらの状況を確認
していくことになります。そして、業務遂行不能
状態の問題が反復継続しており、時間をかけ、改
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